
 生駒市行政改革大綱 後期行動計画  取組状況（H27年度末時点）

Ⅰ
1

（１）

取組内容

Ｈ27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 51点

目標値 52点

実績値 49点

未達成 理由

市民  信頼関係 基         推進
情報提供・情報共有の充実
 重点 行政運営 状況 分     情報提供 効果的 情報共有

今後の取組
・PRサイトの運用、いこまち宣伝部による公式フェイスブックの運用、
フォトブックの作成（広報広聴課）
・ホームページの適正な運用管理、オープンデータポータルサイトを構築
し、より一層の情報発信を図る（情報政策課）

取
組
内
容

情報発信力強化   効果的 情報提供

・PRサイトの運用（広報広聴課）
・子育て世代向けリーフレットを6000部作成（広報広聴課）
・情報発信力強化に向けた体制整備　生駒の魅力を発掘・編集して発信す
る「いこまち宣伝部」の創設（広報広聴課）
・H27年10月 市HPのリニューアル実施（リニューアル後アクセス件数：
976,016 件）（情報政策課）

情報公開（情報提供） 満足度（市民 事業者満足度調査）

H27年度

数
値
目
標

担当課 広報広聴課、情報政策課

満足度調査後              実施        際   情報分類 配
置等 見直  行   
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(2)

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 903人

目標値 1,000人

実績値 1,109人

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 68件

目標値 70件

実績値 64件

未達成 理由

市民  信頼関係 基         推進
情報提供・情報共有の充実
【推進】情報共有の充実に向けたツールの活用

取
組
内
容

        制度 効果的 運用

・たけまるモニター制度を利用したアンケートを実施（広報いこまちの感
想　6回）

数
値
目
標

たけまるモニター登録者数

今後の取組
たけまるモニター制度は平成２７年９月で運用を終了したため、今後は、
ホームページのアンケートシステムを利用し、各課でアンケートを実施す
る。

担当課 広報広聴課

取
組
内
容

    講座（職員   行政出前講座） 積極的 活用

・安心・安全、健康・福祉、環境など７分野でメニューを構成し講座を実
施

どこでも講座実施回数

安全・安心、環境分野の講座が目標件数より少なかったため。

今後の取組 自治会や家庭教育学級などを通して、利用促進を図る。

担当課 広報広聴課

数
値
目
標

H27年度

H27年度
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市民  信頼関係 基         推進
情報提供・情報共有の充実
【推進】情報共有の充実に向けたツールの活用

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 2,052件

目標値 3,400件

実績値 4,906件

取
組
内
容

ツイッターなど多様な媒体を活用した情報発信

・各アカウントからの継続的な情報発信

H27年度

今後の取組 ツイッターを用いた積極的かつ効果的な情報発信と利用促進

担当課 情報政策課

数
値
目
標

     数（累計）
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Ⅰ
２
(3)

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値

実績値

未達成 理由

 プラットホーム（累計）/5地区
 市民自治協議会（累計）/0地区

市民  信頼関係 基         推進
自治基本条例   協働 取組 推進
市民自治協議会 設立拡大 運営支援

取
組
内
容

・地域まちづくり活動支援補助金の交付（２地区）
・協議会を対象とした補助金制度の創設
・協議会認定要件の整備
・設立に向けた協議（要件に応じた規約、組織の検討）
・出前講座等により周知　等

H27年度

担当課 市民活動推進課

数
値
目
標

       （累計） 市民自治協議会（累計）

市民自治協議会 地域 自立  活動           支援 継続      
ていたため。

今後の取組
壱分小学校区の「やまびこネットワーク」が平成２８年７月に設立総会を
予定しており、設立に向けた必要な支援をおこなう。その他４地区につい
ても、協議会設立に向け、組織づくりや地域課題の検討等、必要な支援を
引き続きおこなう。

 プラットホーム（累計）/3地区
 市民自治協議会（累計）/0地区

 プラットホーム（累計）/7地区
 市民自治協議会（累計）/2地区
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Ⅰ
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取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値

実績値

未達成 理由

市民  信頼関係 基         推進
自治基本条例   協働 取組 推進
 重点 市民 NPO  協働        支援

今後の取組
平成27年12月に、市内で活動する市民活動団体183団体に対してマイサポい
こまについて実施したアンケート結果を基に、制度の運営について見直
す。
ベルステージにてＰＲ活動、パネル展示期間の延長等広報に努める。

担当課 市民活動推進センター

取
組
内
容

       （生駒市民 選択  市民活動団体支援制度） 運用

・マイサポいこまシンポジウムの開催
・市民活動団体183団体に対して制度に関するアンケートを実施

数
値
目
標

支援対象登録団体数
届出率（18歳以上 市民   届 出 人 割合）

昨年度  継続  申請  多  人   選択     複数 団体  今年度申
請をしなかった。新規登録団体が7団体あったにも関わらず、支援対象登録団体数が昨
年  3団体減  27団体          団体   選択 届出 呼    活動
  昨年   小規模     

支援対象登録団体数/30団体
届出率/8.22%

支援対象登録団体数/40団体
届出率/9.50%

支援対象登録団体数/27団体
届出率/6.23%

H27年度
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市民  信頼関係 基         推進
自治基本条例   協働 取組 推進
 重点 市民 NPO  協働        支援

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値

実績値

未達成 理由

協働・参画型事業数/20件
登録団体数/75団体

協働・参画型事業数/29件
登録団体数/71団体

取
組
内
容

市民活動団体  支援 協働事業 推進

・市民活動推進センター登録制度を運用し、市内で公益活動を行う団体の
情報発信を広報紙やＨＰ、館内掲示等により支援

H27年度

平成27年度 8団体 新  登録団体      団体 解散 構成員 減少   
よる登録要件非該当などにより6団体が登録を辞退したため。

今後の取組 登録団体になることで生まれるメリットを強く打ち出した周知活動を行
い、団体同士のつながりを生むための協働事業を実施する。

担当課 市民活動推進センター

数
値
目
標

市民活動推進        市民等  協働 参画型事業数
市民活動推進          登録団体数

協働・参画型事業数/22件
登録団体数/75団体
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 2件

目標値 4件

実績値 0件

未達成 理由

提案要件を緩和したことや制度自体を積極的に周知していくことで、提案
件数の増加を目指す。

市民  信頼関係 基         推進
自治基本条例   協働 取組 推進
 推進 市民政策提案制度 効果的 運用

取組内容 ・市民政策提案制度の運用
・制度の要件を緩和（10名以上の署名が必要 ⇒ 1名でも提案可）

H27年度

担当課 政策企画推進課

数
値
目
標

市民   提案件数（年間）

提案の要件として10名以上の署名を求めていることが、提案を困難にしている原因の一
  考          平成28年2月 要綱 改正   市内 住所 有  者 
「市内に存する事務所又は事業所に勤務する者」「市内に存する学校に在学する者」で
あれば1人でも提案できるよう要件を緩和した。

今後の取組
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(6)

取組内容

取組状況
（H27年度）

指標名

現状値 H24年度 60.8%

目標値 62.6%

実績値 61.9%

未達成 理由

総合計画 各分野 目指 ４年後    実現 向  取組 進      市民満
足度 向上 目指        昨年度 後期基本計画 沿  事業 取 組  
      市民 住       実感度   直接影響 及     効果 高 
顕著 事業 実施                 取組 効果 市民満足度 反映 
れるまで一定の期間を要することが、未達成の要因と考える。

・市長交代に伴い、新たな市長マニフェストを総合計画に反映するため、
総合計画審議会での審議を経て後期基本計画の改訂を行った。また、総合
計画審議会において、各部会を開催し、平成26年度中の後期基本計画の進
捗状況を検証し、計画の進行管理を行った。

経営的視点 基   効率的 行政     提供
事務事業 継続的 見直 
 重点 総合計画 基  施策 事業 進行管理

後期基本計画 策定 総合計画審議会   進行管理
取
組
内
容

H27年度

今後の取組

指標に設定している「総合的な住みやすさの満足度」61.9%のうち、「非常
に満足」はプラス0.9%、「満足」はプラス2.7%と前回より向上しており、
満足度の質は向上してきていると推察する。また、総合計画に掲げる「４
年後のまち」の市民実感度については、前回51.6点から今回53.8点と2.2ポ
イント向上しており、総合計画が目指すまちの姿の実現に向けて進捗して
いることが窺える結果となっており、今後も総合計画の進行管理を実施
し、「４年後のまち」の実現に向けて取り組んでいくことで、市民の総合
的な住みやすさの満足度の向上を図っていく。

担当課 政策企画推進課

数
値
目
標

総合的 住     満足度（市民 事業者満足度調査）
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値 1件以上

実績値 0件

未達成 理由

今後の取組

・今後も積極的に民間委託の導入を検討する。また、民間委託の導入によ
り、市民満足度が向上されているか検証を行う。（総務課）
・平成２８年５月　生駒に本籍がある市外在住者を対象者とした戸籍証明
書のコンビニ交付を開始（市民課）
・市民課窓口一部業務委託の実施（市民課）
・コンビニ交付普及促進に向けた啓発を実施（市民課）
・平成２８年９月からのお客様センター開設に向けての準備及び包括業務
委託契約の締結（上下水道部総務課・工務課）

担当課 総務課・市民課・上下水道部総務課・工務課

数
値
目
標

新  民間委託導入件数

 庁内業務 民間活力 活用 一定程度進          平成27年度    
 新  事例 生      

H27年度

経営的視点 基   効率的 行政     提供
民間活用 推進
 重点 民間委託 範囲 拡充  民間活力     活用

取
組
内
容

・平成27年5月から井出山体育施設にネーミングライツを導入（総務課）
・コンビニ交付、窓口専用端末機及び多機能端末機での利用率　２１％
（対前年度比１％アップ）（市民課）
・市民課窓口一部業務委託の継続実施（市民課）
・お客様センターの設立に向けて、真弓事務所新館１階の内装工事を実施
（上下水道部総務課・工務課）
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 87.8%

目標値 89.4%以上

実績値 92.7%

今後の取組
今後も毎年度、全指定管理施設についてモニタリングを実施するととも
に、各施設で積極的にアンケート等を実施し、利用者の声を取り入れても
らうよう啓発に努める。

担当課 総務課

数
値
目
標

指定管理者制度導入    公募実施率

H27年度

経営的視点 基   効率的 行政     提供
民間活用 推進
 推進 指定管理者制度 効果的運用

取組内容
・全指定管理施設でモニタリングを実施
・平成27年度に指定管理者を再指定した施設については、全て公募で指定
管理者を決定した。
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値

実績値

未達成 理由

今後の取組

・平成27年度に算定した各施設の修繕料を元に関係各課と協議し、財政負
担の平準化を図り、計画的な修繕を進めるための公共施設保全計画を策定
する。（営繕課）
・今後も引き続き点検を実施し、補修等の必要な箇所の補修工事を実施し
ていく。（管理課）
・平成28年度より3箇年にわたり計画を策定する。（みどり公園課）
・関係機関との協議結果を踏まえ計画を策定する。（竜田川浄化セン
ター）
・平成27年度に策定した公共施設等総合管理計画について、今後の財政状
況や環境の変化に応じて適宜見直しを行う。（総務課）

担当課 営繕課・管理課・みどり公園課・竜田川浄化センター・総務課

 5件（公共施設0件、道路5件、竜田川浄化センター0件）

 78件（公共施設72件、道路5件、竜田川浄化センター1件）
数
値
目
標

中長期修繕計画 立案件数

 国      長寿命化基本計画  策定要請   生駒市公共施設等総合管理
計画 平成28年3月 策定     計画 基  具体的個別計画   公共施設
保全計画 平成28年度 策定          （営繕課）
 効率的 広域的 汚水処理     関係機関  協議 整        （竜田
川浄化センター）

H27年度

経営的視点 基   効率的 行政     提供
行政資源 有効活用 効率的 管理運営
 重点 既存公共施設等 活用 長寿命化 向  中長期的 計画策定

取
組
内
容

・公共施設72施設の修繕料を算定（営繕課）
・点検結果に基づき、補修の必要のあった道路舗装及び橋梁について、補
修工事等を実施（橋梁予防保全補修工事：1件、橋梁補修設計業務：1件、
道路舗装補修工事：3件）（管理課）
・長寿命化計画を策定する公園を検討（みどり公園課）
・竜田川浄化センターの今後のあり方について協議（竜田川浄化セン
ター）
・公共施設等総合管理計画の策定（総務課）
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値 H27年度 1件以上

実績値 H27年度 0件

未達成 理由

今後の取組

・奈良市との消防指令センター共同運用の整備工事が終了し、今後、奈良
市とのさらなる連携の検討、県下の消防本部との応援協定の見直しを実施
する。（警防課）
・今後も市民にとって利益になるような広域連携の検討に取り組む。（総
務課）

担当課 警防課・総務課

数
値
目
標

他市町村との新たな連携事業数

市民     向上     新  連携事業 検討 行    平成27年度   
  新  事例 生      

経営的視点 基   効率的 行政     提供
行政資源 有効活用 効率的 管理運営
 重点 広域連携 活用  事業等   市民     向上

取
組
内
容

・大東四條畷消防組合との消防相互応援協定締結（H27.5.19)（警防課）
・奈良市との消防通信指令センターの整備（警防課）
・平群町との体育施設、図書館、衛生施設等の相互利用（総務課）
・他市町村との連携・協力に向けた検討（総務課）
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取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度

目標値

実績値

今後の取組
これまで運用してきたLAS-E規格に代わり、環境計画の一体的な進行管理・
点検評価を行う独自システムを用いて、環境マネジメントシステムの効果
的な推進を図る。

担当課 環境モデル都市推進課

環境マネジメントシステムの推進
取
組
内
容

数
値
目
標

環境マネジメントシステムにおける合格証取得

・環境マネジメントシステムの継続的な運用により、エコオフィス活動に
対する取組が定着したことから、「生駒市環境モデル都市アクションプラ
ン」を主軸とした環境施策と関連計画を一体的に管理する独自システムの
構築検討を行った。

第2ステージ第1ステップ

第2ステージ第3ステップ

第2ステージ第3ステップ
H27年度

経営的視点 基   効率的 行政     提供
環境に配慮した施策・事業の推進
 重点 環境           推進   公共施設 省     化
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経営的視点 基   効率的 行政     提供
環境に配慮した施策・事業の推進
 重点 環境           推進   公共施設 省     化

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 202kW

目標値 242kW

実績値 628kW

今後の取組

・山崎浄水場小水力発電施設の運転を継続して行う。（工務課浄水場）
・同種の取組を市域へ拡大するとともに、市域外に普及することで、シ
ティプロモーションを展開する。（環境モデル都市推進課）
・引き続き大規模改修等に併せて積極的に太陽光発電設備の設置について
検討していく。（教育総務課）
・幼稚園園舎の大規模な改修が必要となった場合には、太陽光発電設備の
設置を検討する。また、設置した設備を有効に活用できるよう、適正な維
持管理を行う。（こども課）

担当課 工務課浄水場・環境モデル都市推進課・教育総務課・こども課

取
組
内
容

再生可能エネルギーの活用

・山崎浄水場小水力発電施設の運転を行い、年間362,021kwh発電（工務課
浄水場）
・市民共同発電所2号機、3号機の設置に向けた支援を実施（環境モデル都
市推進課）
・桜ヶ丘小学校老朽化対策工事に併せて太陽光発電設備を整備（教育総務
課）
・生駒台幼稚園新築園舎屋根に20kwの太陽光発電設備を設置（こども課）
・南こども園園舎屋根に、生駒市民共同発電所事業として、一般社団法人
市民エネルギー生駒に対して57.9kwの太陽光発電設備の設置を許可（こど
も課）

数
値
目
標

公共施設    再生可能      用  年間発電容量

H27年度
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経営的視点 基   効率的 行政     提供
環境に配慮した施策・事業の推進
 重点 環境           推進   公共施設 省     化

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H25年度 未整備

目標値 100%

実績値 0%

未達成の場合
理由

取組内容

H27年度 
取組

H27年度

担当課 教育総務課

取
組
内
容

スーパーエコスクール実証事業の実施

・文部科学省の実証事業に採択された鹿ノ台中学校で、環境に配慮した改
修工事の一環として太陽光発電設備工事が完了
・環境について生徒が主体的に考え、学校と地域が協力して取り組んでい
る証である「グリーンフラッグ」を取得

今後の取組 平成27年度より二ヵ年計画で、市内にある道路灯（水銀ランプ・ナトリウ
ムランプ）を無電極放電ランプに取替を行う。

担当課 環境保全課

今後の取組 引き続きスーパーエコスクールとして、施設を活用した環境教育の実施等
を行っていく。

取
組
内
容

道路照明施設 LED化

・平成24年度に防犯灯のＬＥＤ化が終了したため、二ヵ年計画で道路灯の
無電極放電ランプ化事業として阪奈道路より南側432灯を無電極放電ランプ
化

数
値
目
標

道路照明施設 LED更新率（100W超）

当初道路照明施設 LED化 予定      取替費用等 無電極放電    安
価      市内道路灯  LED化  無電極放電   化 変更       
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取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 排出量：22,419ｔ

目標値 24.0%

実績値 13.5%

未達成 理由

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 19.6%

目標値 28.0%

実績値 23.4%

未達成 理由

取
組
内
容

ごみ再資源化の推進

・年２回集団資源回収補助を実施
・生ごみ処理機等に対する補助を実施
・市内３か所でボックスによる小型家電の無料回収を実施

数
値
目
標

   再資源化率

資源化の取組への啓発が足りず、資源化できるにも関わらず燃えるごみとして出されたご
みが多かったと考えられる。

H27年度

今後の取組
・集団資源回収補助、生ごみ処理機等の補助の周知
・キエーロ制作講習会の実施
・小型家電回収ボックスの設置個所増設

担当課 環境保全課

今後の取組
・日程表作成、広報掲載により有料化へのさらなる啓発に努める。
・「ごみ減量市民会議（仮）」を設置し、ごみ有料化を行ったうえでのさ
らなるごみ減量の取組について検討する。

担当課 環境保全課

数
値
目
標

家庭系燃    排出量 削減率（平成24年度比）

資源化の取組への啓発が足りず、資源化できるにも関わらず燃えるごみとして出されたご
みが多かったと考えられる。

経営的視点 基   効率的 行政     提供
環境に配慮した施策・事業の推進
【重点】ごみ半減プランの推進

取
組
内
容

家庭系    有料制 導入

・ごみガイドブックやごみ日程表の作成や広報掲載により、有料化への啓
発を実施
・不法投棄防止パトロールを週２回実施
・不法投棄を防止するため防犯カメラを７か所設置

H27年度
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経営的視点 基   効率的 行政     提供
環境に配慮した施策・事業の推進
【重点】ごみ半減プランの推進

取組内容

H27年度 
取組

今後の取組 ・現在実施しているリユース市等のイベント継続による意識啓発

担当課 環境保全課

取
組
内
容

（仮称）リサイクルセンターの整備

・整備しないことを決定
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度
決算

目標値

実績値

今後の取組 中期財政計画に示された財政指標や市債残高、基金残高を目標に、健全な
財政運営に努める。

担当課 財政課

H26年度
決算

自立  自治体  変革
財政規律 確保     財政指標 目標値 設定
 重点 財政計画 基  経常収支比率等 指標管理

取組内容 ・平成２７年度中期財政計画を策定・公表（平成２７年１２月）
・平成２６年度目標値の達成度を確認し、平成２７年度の目標値を設定

 経常収支比率 89.2%
 実質公債費比率 4.7%
 市債残高 202.62億円
 基金残高 99.73億円

 経常収支比率 88.3%
 実質公債費比率 2.8%
 市債残高 186.32億円
 基金残高 105.68億円

 経常収支比率 86.2%
 実質公債費比率 1.8%
 市債残高 184.26億円
 基金残高 109.09億円

数
値
目
標

経常収支比率 実質公債費比率 市債残高 基金残高
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取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 49.0点

目標値 H27年度 51.0点

実績値 H27年度 49.3点

未達成 理由

今後の取組
平成28年度も小規模保育事業所2カ所を新設するとともに、保育所1カ所で増
築工事を行い定員増を図る。また、幼稚園の一時預かり事業については、平
成28年度から南こども園で18:30までの時間延長を行うとともに、平成29年度
からは生駒幼稚園においても実施する予定である。

担当課 こども課

定住促進のための子育て施策の充実
取
組
内
容

数
値
目
標

 保育時間   子育 支援      満足度 平均値（市民 事業者満足度調査）

新園を開設し、待機児層の減少に努めているが減少していない。また、幼稚園の一時預
  事業     預  時間 延長 検討      平成27年度 実施      
ことも要因の一つと考えられる。

・子ども子育て支援事業計画に基づき、13事業についての進行管理を行うと
ともに、待機児童対策として、小規模保育事業所2カ所、保育所1カ所を開設
・民間が運営する学童保育所4カ所に対する運営費補助を実施
・平成28年4月開園に向け、南幼稚園とみなみ保育園を統合した生駒市南こど
も園を建設

自立  自治体  変革
財源確保の取組
 重点 中長期的 税財源等 安定確保 向  重点投資
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自立  自治体  変革
財源確保の取組
 重点 中長期的 税財源等 安定確保 向  重点投資

取組内容

H27年度 
取組

企業立地促進補助金対象企業
数（累計）

現状値 H25年度 7件

目標値 H27年度 11件

実績値 H27年度 11件

今後の取組
・今後も引き続き27年度の取組を継続するとともに、奈良県や推進機構と連
携し、情報発信や展示会への出展等に努め、企業の事業拡大の支援や立地促
進を図る。（経済振興課）
・道路整備工事を実施し、早期完成を目指す。（土木課）

担当課 経済振興課・土木課

指標名
準工業団地及 周辺地域 道路等基
盤整備進捗率（完了延長/事業延
長）

数
値
目
標

北田原南北線 36%
北田原中学校線 0%
高山北田原線 0%

北田原南北線 100%
北田原中学校線 100%
高山北田原線 100%

北田原南北線 100%
北田原中学校線 4%
高山北田原線 60%

未達成 理由 工事進捗 遅延 交付金 削減  
る。

取
組
内
容

企業立地施策 既存産業振興策 推進

・相談窓口や企業立地促進補助金の継続（経済振興課）
・市内企業とともにスマートコミュニティJAPANに出展し、本市及び企業のPR
と誘致活動を実施（経済振興課）
・企業誘致基盤整備事業（経済振興課）
・北田原南北線他2路線の道路整備事業を実施（土木課）
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 91.36%

目標値 H27年度 91.36%

実績値 H27年度 93.54%

未達成の場合
理由

今後の取組
多様化するライフスタイルに対応するため、ペイジー・コンビニ・口座振替
納付等納税者の利便性を周知し、納期内納付を推進する。また、引き続き、
換価可能財産の早期調査の徹底及び把握、差押え等の強化を行い、未納税の
縮減に努める。

担当課 収税課

数
値
目
標

市税徴収率

自立  自治体  変革
財源確保の取組
【推進】市税の収納対策の推進

取
組
内
容

・新たな納付環境整備としてペイジー納付（電子収納サービス）を導入し、
納税者の利便性の向上が図られ、納税意識が高まり納期内納付が増加した。
・換価可能財産の早期調査の徹底及び把握、差押え等の強化を行い滞納額の
縮減を図った。
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H27年度 
取組

指標名

現状値 H25.4.1 831人

目標値 H27.4.1 826人

実績値 H27.4.1 821人

今後の取組 引き続き多様な任用を実施し、職員定数条例に即した職員数の適正管理を行
う。

担当課 人事課

数
値
目
標

職員数

自立  自治体  変革
職員定数 給与 適正 管理
 重点 行政需要 踏   職員数 適正管理

取
組

内
容

・中途採用、嘱託採用を実施
・新規採用で障がい者枠を設け実施
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H27年度 
取組

今後の取組
・中途採用・任期付職員・嘱託職員等の採用など多様な任用制度を継続して
活用することにより、人件費の総額管理を実施し、人件費の抑制を図る。
・「(19)人事評価制度の効果的な運用」と連動した勤勉手当への反映の継続
して実施

担当課 人事課

自立  自治体  変革
職員定数 給与 適正 管理
 推進 人件費 抑制 能力 実績 重視  給与制度 構築

取
組
内
容

・中途採用や嘱託職員等の採用など多様な任用制度を活用し、人件費の総額
管理を実施するとともに、人件費の抑制を図った。
・「(19)人事評価制度の効果的な運用」と連動した勤勉手当への反映の継続
して実施
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取組内容

H27年度 
取組

取組内容

H27年度 
取組

今後の取組
・今年度も年金と雇用の連携を図る観点から、年金支給年齢に即した再任用
制度の運用を実施（平成28年度退職者は昨年度同様62歳からの支給のため、
62歳になる年度まで勤務日数選択を可能とする。）

担当課 人事課

今後の取組 ・管理職員任用試験の継続実施
・人事評価による係長候補者の選考を実施

担当課 人事課

取
組
内
容

再任用職員の効果的な活用

・年金と雇用の連携を図る観点から、年金支給年齢に即した再任用制度の運
用を実施（平成27年度退職者については62歳からの支給のため、62歳になる
年度まで勤務日数選択を可能とした。）

自立  自治体  変革
適正 人事管理 職員 能力向上
 重点 能力 意欲 応  柔軟 任用制度 構築

能力 実績 重視  任用制度 運用取
組
内
容

・新たに管理職員任用試験を実施
・管理職員任用試験の実施に伴い係長試験を廃止し、人事評価による係長候
補者の選考（3級から4級への昇格）を実施することを決定
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H27年度 
取組

今後の取組 人事評価制度の昇格・昇給への反映するため条例案等の整備や組合交渉等の
環境整備を実施する。

担当課 人事課

自立  自治体  変革
適正 人事管理 職員 能力向上
 推進 人事評価制度 効果的 運用

取組内容 ・人事評価制度の昇格・昇給への反映への環境整備を実施するため「人材育
成基本計画」に即した「職務行動評価シート」の作成及びその実施
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H27年度 
取組

今後の取組
・管理職研修や民間企業等派遣研修など実効性のある職員研修の実施
・政策形成実践研修の継続実施
・メンタルヘルス研修の継続実施
・職員の自発的な研修・相互啓発などへの支援

担当課 人事課

自立  自治体  変革
適正 人事管理 職員 能力向上
 推進 職員 資質向上 能力開発 推進

取
組
内
容

・民間企業等派遣研修、CAD研修等職員研修等の実効性のある研修を実施
・政策形成実践研修を実施
・係長級にメンタルヘルス研修を実施
・奈良市の職員養成塾への参加や自治体ガバナンス塾、パワーアップ研究会
の実施等、職員の自発的な研修・相互啓発などへの支援を実施

［資料3］



 生駒市行政改革大綱 後期行動計画  取組状況（H27年度末時点）

Ⅲ
5
(21)

取組内容

H27年度 
取組

指標名

現状値 H24年度 53.0点

目標値 H27年度 55.0点

実績値 H27年度 47.6点

未達成の場合
理由

取組内容

H27年度 
取組

今後の取組 今後も組織横断的に課題解決を図る必要のある事態が発生した際は、ＰＴを
活用し横断的な対応を心掛ける。

担当課 政策企画推進課

今後の取組 今後も社会情勢に合った組織編制を整えるとともに、課名の変更等にあたっ
ては、市民の混乱を招かぬよう周知の徹底を心掛ける。

担当課 政策企画推進課

取
組
内
容

PTなど横断的な組織の積極的な設置

・平成27年度については新たなＰＴ（プロジェクトチーム）は設置されな
かったが、平成26年度に設置したＰＴ「生駒市女性の躍進支援チーム『Jump
Up　女性会』」の活動を昨年度から引き続いて行った。

数
値
目
標

 市役所 市民    分      利用    組織       （目指 姿） 進
捗度（市民 事業者満足度調査）

平成27年度 市民満足度調査 設問  市役所 市民    分      利用 
やすい組織となっている」から「市役所は社会情勢に合った柔軟な組織になっている」へ変
更       市民  分     点数 伸            考   

自立  自治体  変革
機能的で分かりやすい組織・機構の構築
【重点】重点施策を効果的に推進できる組織機構の構築と柔軟な運営

取
組
内
容

効率的 柔軟 組織 編制

・市民サービスの向上を図るとともに、市民との協働の推進や、市の10年
後、20年後も見据えての活力あるまちづくりの創造、地域包括ケアシステム
の構築等、市の重要課題に対応していくため、平成28年4月1日から行政組織
を再編

［資料3］


